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はじめに

昨今の国際化・情報化の進展、少子高齢化の進行等大学を取り巻く環境が大

きく変化し、大学に求められる役割も多様化してきています。また、大学間競

争の激化に伴い、大学のあり方そのものが問われる時代ともなっています。

そのような中、平成１４年９月、「熊本県立大学あり方検討会議」を設置し、

熊本県立大学の役割及びあり方等について御議論いただいたところですが、平

成１５年１０月に、「地域に根ざし、地域に有為な人材を育成する大学」とな

るため、様々な改革の必要性とともに地方独立行政法人化が改革を進める上で

有効な手段であるとの報告をいただきました。

この報告を受けて、今回、県では、これからの時代にふさわしい熊本県立大

学を構築するべく、様々な改革内容と地方独立行政法人化に関する考え方を「熊

本県立大学改革基本方針」としてまとめました。

なお、この「基本方針」では、熊本県立大学の現状における課題及び今後の

方向性並びに検討すべき事項をまとめ、法人化への移行時期を平成１８年４月

としております。今後、法人化するまでの間に、大学運営や教育研究の内容等

につきましては、この「基本方針」において整理した事項の検討を進め、別途

「中期目標」を策定することとしております。

今後、これら一連の改革を実施し、熊本県立大学が、ますます地域、県民の

皆様の期待に応えられる大学となるよう、全力を挙げて取り組んで参りますの

で、皆様方の御理解と御協力をいただきますようお願いいたします。

平成１６年７月

熊本県知事 潮谷 義子
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第１ 大学を取り巻く環境の変化

熊本県立大学（以下「県立大学」という。）は、昭和２２年、戦後復興、

男女平等という流れの中、教養豊かな女子指導者層の育成という目的の下

に、熊本県立女子専門学校として発足し、昭和２４年熊本女子大学となり

ました。

その後、大学進学率の上昇や男女共同参画社会の進展などを踏まえ、平

成６年に男女共学化などを柱に、熊本県立大学として拡充しました。また、

２１世紀が環境の世紀といわれることから、時代のニーズを反映し地域に

貢献するために、平成１１年に環境共生学部を設置しました。これにより、

文学部、環境共生学部、総合管理学部という人文、自然、社会の３分野の

学部、研究科を擁する総合大学として、「総合性への志向」、「地域性の重

視」、「国際性の推進」という３つの理念を掲げ、現在に至っています。

しかし、社会ニーズの多様化、少子化の進行等次のように大学を取り巻

く環境は大きく変化し、各大学においては、生き残りをかけた改革が進め

られています。

１ 大学への期待の高まり

社会経済が複雑多様化し、急速に変化していく中にあって、これに対応

できる新しい知識や技術の必要性が高まっています。また、生涯学習に対

するニーズも高度化、多様化しています。このような背景の中で、大学に

は、単に知識を教授する場としてだけではなく、社会の重要な知的拠点と

して、地域社会や企業、人々を教育研究の面でリードしていくという役割

への期待が高まっています。

２ 「大学全入時代」の到来

少子化の進行に伴う大学入学年齢人口の減少により、平成２１年には、

大学の志願者に対する収容力がほぼ１００パーセントになる、いわゆる「大

学全入時代」を迎えると予想されています。（平成１０年１０月大学審議会

答申）

そのため、大学が受験生を「選ぶ」のではなく、受験生が大学を「選ぶ」

時代となり、これまで以上に、より魅力ある大学づくりが必要とされてい

ます。

３ 厳しい財政状況

厳しい経済情勢の中、本県の財政も極めて厳しい状況にあり、県は、こ

れまで以上に効率的な行財政運営を求められています。県の一機関であり、

公費が投入されている県立大学も例外ではなく、より一層効率的な大学運

営を行い、県民から期待される大学になっていく必要があります。

このような大学を取り巻く環境の変化の中で、国立大学においては、個
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性豊かな大学づくりと国際競争力ある教育研究の展開等を基本的な視点と

して、平成１６年４月から国立大学法人へ移行し、公立大学においても、

大学統合や地方独立行政法人化※１の動きが活発化しています。また、私立

大学も、生き残りをかけて独自の大学改革に取り組んでいます。

第２ 県立大学の存在意義・役割と目指すべき大学像

第１の章で述べたように、大学が担う役割への期待の高まりや「大学全

入時代」到来が迫る中で、各大学は今後の大学運営の戦略を検討していま

す。また、県立大学には公費が投入されていますが、これからますます県

の財政状況が厳しくなってくることもあり、その存在意義も含めて大学運

営の方針を県民に説明する責務が増しています。

このような状況を踏まえ、県立大学が県民に支えられた大学として地域

社会のニーズにいかに応えていくかという視点から、今一度、県立大学の

今日的な存在意義などを明確にした上で、県立大学を個性豊かでより魅力

のある大学にするため、様々な創意工夫を凝らす必要があります。

県立大学は、本県唯一の公立大学であり、毎年、全学で１，５００名を

超える県民（学生）に対して、国立大学と同程度の学費で高等教育を提供

しています。志願倍率（入学志願者数／募集人員）も、例年４倍を超え、

また入学者の約７割が県内出身であるなど、高等教育機会の提供という点

では、現在も県民から必要とされている大学であると言えます。

また、県民に支えられている大学であり、将来の本県経済、地域、文化

の振興に資するため、企業、行政、教育等各方面で活躍できる優れた専門

的人材を育成し、県内に供給しています。

さらに、研究成果を地域社会に積極的に還元し、経済・産業への貢献を

果たしていくため、高齢社会における生涯学習ニーズ等の高まりに応え、

授業公開講座、地域講演会やシンポジウムなどを開催するとともに、企業

や市町村との共同研究・受託研究を行っています。また、県立大学の施設

・設備等を県民に広く開放しています。

このような現状からみて、県立大学の存在意義・役割は、地域社会に対

する「高等教育機会の提供」、「人材の育成」、「教育・研究機能による貢

献」であり、この役割を今後とも積極的に果たしていく必要があります。

そして、この存在意義・役割と県立大学が掲げる理念を踏まえ、次のよ

うな大学像を目標とします。

① ２１世紀の地域社会を担う人材育成の拠点としての大学

高等教育を受ける機会を県民に提供し、２１世紀の地域社会の発展に

貢献する有為で教養豊かな人材の育成拠点として、県民にとって存在感

がある大学。

② 地域社会の発展に貢献する知的創造拠点としての大学
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今日の社会状況、文化状況に対応する専門的、最先端の学術研究の充

実や、総合大学としての特色を生かした学際的な研究の推進により、地

域活性化や環境問題など様々な課題の解決に寄与するとともに、研究成

果の還元などを通じて地域社会の発展に貢献する知的創造拠点としての

大学。

③ 県民に開かれた学術、教育、文化等の学習・交流拠点としての大学

県民に開かれ、誰もが必要に応じて教育研究資源を活用できる学術、

教育、文化等の学習・交流拠点としての大学。

さらに、他大学との連携や海外協定校等との交流推進による、大学間

の教育研究資源の共有化や情報交換、教員・学生の交流が活発な大学。

第３ 改革への具体的取組み

１ 大学全体

県立大学においては、目指すべき大学像を将来にわたって実現するため、

「人材の育成」と「地域への貢献」を基本的な視点とし、大学全体として、

次のような改革に取り組みます。

（１）社会のニーズに対応する教育内容

第１の章で述べたように、大学に求められる役割も多様化しており、

県民から選ばれる大学、より魅力ある大学とするため様々な創意工夫

の必要があります。県立大学では、将来の地域社会の発展に貢献する

有為な人材を育成するため、次のような教育に関する取組みを行いま

す。

① 学部教育では、教養教育と専門基礎教育を重視、充実します。また、

大学院教育については、社会人再教育ニーズへの対応を進めるととも

に、高度職業人養成の充実について検討します。

② 幅広い視野や考え方、論理的思考能力を身につけさせるとともに、

学生の学習意欲を引き出し、現実の課題に柔軟に対応できる能力の育

成を図ります。

③ 人文、社会、自然の３分野の学部を有する総合大学として、学際的

・総合的な知識を形成するため、学部横断科目を導入します。また、

他大学、海外の教育機関との単位互換等の連携を更に推進します。

④ 学生の視点に立った教育内容・方法やカリキュラム※２の改善につい

て、全学的に企画・運営を行うための体制整備や教員の教育力向上を

図るための取組みを充実します。

⑤ フィールドワーク※３等を積極的に取り入れ、地域課題をテーマにし

た問題発見・実践的能力を養成するための科目を導入します。
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⑥ 英語教育や情報教育の充実については、達成すべき具体的な目標を

設定するとともに、他の分野についても、進級・卒業の認定に当たっ

ての成績を厳密に評価し、卒業生の修得レベルの向上に努めます。

⑦ 学生ニーズの高い資格と連動したカリキュラムを導入するなど実学

的な教育を強化します。また、社会での体験活動やインターンシップ
※４を通じ、早い時期から社会への関心や就職観を身につけるよう実践

を重視した教育を行います。

⑧ 海外協定校等との交流を促進し、異文化への理解を深め、視野を広

げ、グローバルな問題提起のできる能力の育成を図ります。

（２）パートナーシップ※５による特色づくり

県立大学は、県が設置する県内唯一の公立大学であり、県民とのパ

ートナーシップをもとに次のような取組みを行い、地域課題の解決等

に貢献します。

① 市町村、市民団体等の活動を支援するため、熊本県域をフィールド

とした教育研究活動を積極的に進め、特色ある人材育成・地域貢献を

行う大学を目指します。また、大学の持つシンクタンク※６的機能を活

かし、県政の課題解決に貢献します。

② 県内の小・中・高等学校、他大学を含む高等教育機関及び試験研究

機関との連携を強化し、県の教育研究水準の向上に寄与します。特に、

高等学校に対しては、教育方法の研究や教員の研修等での連携を進め

ます。

③ 地域社会、産業界との連携を推進し、共同研究、受託研究や技術指

導に取り組み、研究成果の還元を積極的に行います。

④ 授業公開講座等の拡充や図書館をはじめとした大学施設の開放な

ど、県民に広く大学を開放し、大学が持つ教育研究資源を誰もが必要

に応じて活用できる学習・交流拠点を目指します。

⑤ 以上のような取組みを実現するために、地域貢献の総合相談窓口で

ある「地域交流センター※７」を一層充実させます。

⑥ 研究者交流や国際共同研究を一層推進し、研究水準の向上や教育内

容の充実を図ります。
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２ 各学部

社会のニーズに対応した学部教育とするため、各学部の性格や特徴を活

かしたカリキュラムや学科構成・コース設定・入学定員などについて再点

検を行います。

（１）文学部

文学部は、人間とその文化について言葉や文学を通して探究する学部

として、深い専門知識と幅広い教養、地域性と国際性を共に身につけ、

両者を総合する視点や能力をつけた人を育成することを目指していま

す。日本語日本文学科及び英語英米文学科という伝統と実績のある２学

科と並び、平成１１年に総合文化コースを併設して総合性への志向を掲

「目指すべき大学像」と改革への具体的取組みとの関係

【目指すべき大学像】 【大学全体としての取組み】

○学部教育では、教養教育と専門基礎教育を重視。大学院教育では、社会
人再教育ニーズへの対応と高度職業人養成の充実。

○学際的・総合的な知識形成のため、学部横断科目を導入。他大学等との

２ １世紀の地域社会を担う人材 単位互換等の協力推進。

育成の拠点としての大学
○幅広い視野や考え方、論理的思考能力を身につけさせるとともに、学生
の学習意欲を引き出し、現実の課題に柔軟に対応できる能力の育成。

○学生の視点に立った教育内容・方法やカリキュラムの改善について、全
学的に企画・運営を行うための体制整備や教員の教育力向上を図るため
の取組み。

○フィールドワークを取り入れ、地域課題をテーマにした問題発見・実践
的能力養成のための科目を導入。

○英語教育や情報教育の達成目標の設定などによる卒業生の修得レベルの
向上。

地 域社会の発展に貢献する知的
創造拠点としての大学 ○学生ニーズの高い資格と連動したカリキュラム導入などの実学的教育強

化やインターンシップの充実などによる、早い時期からの社会への関心
や就職観を身につけさせる実践重視の教育。

○海外協定校等との交流促進により、異文化理解を深め、グローバルな問
題提起ができる能力の育成。

○市町村、市民団体等の活動を支援するための、県域をフィールドとした
教育研究活動。

○県内小・中・高等学校、高等教育機関、試験研究機関との連携強化によ
る県の教育研究水準の向上。

○地域社会、産業界との連携を推進し、共同研究、受託研究等により、研
究成果を還元。

県 民に開かれた学術・教育・文
化等の学習・交流拠点としての
大学 ○授業公開講座の拡充等による県民への大学開放。

○地域交流センターの充実。

○研究者交流や国際共同研究の推進による、研究水準の向上や教育内容の
充実。
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げたところですが、時代の変化と社会の要請、学生の要望に応えていく

ためには、一層の改革が必要であり、次のような取組みを進めます。

① 社会や学生のニーズ等に対応し、総合文化コース※８の取扱いを含め、

抜本的な学科再編等や職業人としての能力育成を視野に入れたカリキ

ュラム等を検討します。

② 地域性を打ち出すため、例えば、熊本学などの地域文化教育研究の

拠点化を目指すなど個性的な取組みを進めます。

③ 研究機関としての存在意義を高めるために、県内の文化関係の団体

・施設や中学校・高等学校等との人材の相互交流を含めた連携強化を

進めます。

（２）環境共生学部

環境共生学部は、自然と人間とが共生していく際の諸問題を総合的に

捉え、その方策を追求し、地域社会の発展と福祉の向上を目指すという

設置理念のもとに、生態・環境資源学専攻、居住環境学専攻、食・健康

環境学専攻の３専攻を設置しており、その設置理念を踏まえ、次のよう

な取組みを進めます。

① 県では、「環境立県くまもと※９」づくりに取り組んでいることから、

県と大学との連携強化に取り組みます。特に、県立の他の試験研究機

関や高等教育機関等とは積極的に連携します。

② 居住環境学専攻は、他大学の建築学科でも環境という視点を重視し

ている中で、それとは異なる存在感を示す必要があり、ユニバーサル

デザイン※10に関する取組み強化などを進めます。

（３）総合管理学部

総合管理学部は、法学や経済学など従来の専門分野の枠を越えた総合

性を志向するアドミニストレーション※11を学べる全国的にもユニークな

学部ですが、その理念を教育研究に具体的に反映させるとともに、その

特色をなお一層活かせるような取組みを進めます。

① 社会が即戦力を必要としていることから、学生が一定の専門性を有

することができるような教育内容とすべきであり、専門コース制の導

入などを早急に検討します。

② 県や市町村、地域社会が抱える問題や政策課題等について情報収集

を行い、これらの団体やＮＰＯ等に対するシンクタンク・コンサルタ

ント的な機能を果たします。

③ 他学部に比べて入学定員が多く、学生の学力も多様であることから、

入試科目も含めた学生選抜方法等を検討します。
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３ 大学院各研究科

大学院各研究科においては、前述のように、社会人の再教育、高度職業

人の養成、研究者の養成を充実するとともに、地域社会の各分野において

指導的な役割を果たす人材を養成するための実践的な教育を行います。

（１）文学研究科

今後の社会ニーズを踏まえ、文学研究科の今日的意義を検証し、教育

研究目標や研究体制等の今後のあり方について、抜本的に検討します。

（２）環境共生学研究科

平成１５年度に修士課程がスタートしましたが、より高度な教育研究

を行い、より専門性の高い優秀な人材を育成していくため、博士課程を

設置するとともに、環境などの面で、地域社会や企業との連携をさらに

深めていきます。

また、学部と同様に、県と大学との連携強化に取り組み、「環境立県

くまもと」づくりに貢献します。特に、県立の他の試験研究機関や高等

教育機関等とは、研究資源の共有化や情報交換を行うなど積極的に連携

します。

（３）アドミニストレーション研究科

地方分権や市町村合併が進む中、広く政策形成や実施・評価等に携わ

る人材の養成が求められています。

また、現在、アドミニストレーション研究科には、行政分野等の社会

人も多く入学しています。

これらの状況を踏まえ、公共政策系などの高度な専門職業人養成を行

えるように、コース設定やカリキュラム編成を検討します。

また、情報技術の進展に伴う時代の要請に応えるために、新たに情報

系について研究領域に加えることを検討します。

（４）看護・福祉系の研究科

高齢化が進んでいる本県においては、将来の高度医療や地域福祉を支

える質の高い保健・看護・福祉職員の養成が求められています。特に、

看護管理や福祉政策等に関する分野に関しては、アドミニストレーショ

ン研究科にこの分野からの社会人も入学しているなど再教育ニーズもあ

ることから、大学院（看護・福祉系）の設置を検討します。ただし、こ

れについては、既存学部にない教育分野でもあり、十分な教育効果を発

揮できるかどうか等を検討します。

なお、設置を検討するに当たっては、関連する他の教育・研修機関と

の連携方策、統合化等についても考慮します。
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４ 設置者としての取組み

（１）大学の設置者である県としても、県政の課題解決に資するため、大学

の持つシンクタンク的機能を積極的に活用し、大学との共同又は委託に

よる調査・研究を進めます。

（２）県政の課題解決に資する人材の育成のため、県職員の研修の場として

大学院の活用等に努めます。また、大学教員が持つ専門分野の知識を活

かすため、大学教員を県の関連部局で受け入れることも検討します。

（３）教育研究の充実や実践的な教育の強化を図るため、教材等に活用でき

るよう県政に関する情報を大学に提供したり、県職員が教員として行政

現場での課題や県の政策を講義するなどの取組みにより、積極的に大学

を支援します。

第４ 改革実現のための方策

１ 公立大学法人化

これまで述べてきたような様々な改革を実現し、より魅力ある大学にす

るためには、県立大学が自主的・自律的に大学運営を行い、教育研究活動

の活性化が図られるような組織形態となる必要があります。

そのための方策として、主に次のような理由から、県立大学に地方独立

行政法人制度の導入（公立大学法人化）を行います。

① 機動的な意思決定システムの構築が容易である

第１の章で述べたように、大学を取り巻く環境は急速に変化していま

す。この変化に迅速に対応し、学生や地域社会の期待に的確に対応して

いくためには、迅速な意思決定が不可欠です。

地方独立行政法人制度では、人事・財政に関する権限の一部が設置者

側から法人の長に移るとともに、学内の権限についても、法人の長に集

中させる仕組みとなっています。これにより、これまで設置者との協議

が必要であった事項について大学が自主的に意思決定を行うとともに、

学内の意思決定に時間がかかりすぎる原因の一つと言われているこれま

での機関について審議事項を精選することで、機動的な意思決定システ

ムを構築することが容易になります。

② 学外に開かれた大学となる

公立大学として設置され、公費が投入されている以上、その存在意義

や大学運営について、県民に対し説明責任を果たすことは当然であり、

県財政が厳しくなる中、その重要性は一層増しています。地方独立行政

法人制度を導入することにより、次のように、学外に開かれた大学運営

となり、県民への説明責任を果たす体制が充実します。
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ア 学外の意見を意思決定過程に反映させる仕組みづくりが容易である

時代の変化や流れに敏感に対応していくためには、常に学生や地域

の期待がどこにあるのかを把握していくことが必要ですが、現在は、

年１、２回開催している学外有識者１０名で組織する運営協議会が任

意の組織としてあるのみです。

地方独立行政法人制度では、重要事項を審議する機関への学外者の

参画を想定しており、広く学外者の意見を採り入れ、意思決定過程に

反映できる仕組みとなっています。

イ 権限と責任が明確になる

現在は、学長が決定するとされている事項についても、教授会や評

議会の議を経るべきことが関係法令等で規定されているものが多く、

大学内における権限と責任が不明確な部分があります。

公立大学法人では、法人の長に権限を集中させることによって、責

任ある意思決定が可能となります。

ウ 計画的な大学運営と評価制度が構築される

現在は、大学としての目標やその達成度を全体的に評価するシステ

ムが制度化されておらず、大学の運営が県民から見えにくいものとな

っています。

地方独立行政法人制度では、中期目標・中期計画を策定し、毎年度

及び目標・計画期間終了時に第三者による評価を行い、その結果を運

営に活かしていくシステムが法定されており、さらに中期目標・中期

計画及びその評価について、公表することが義務づけられていること

から、大学の目標や達成度が県民から分かりやすい仕組みになります。

エ 大学の財政状況が明らかになる

大学の財政状況については、その収支が県全体の予算、決算の中に

組み込まれているため、大学単独の財政状況については、把握しにく

い面があります。

地方独立行政法人の会計は、原則として企業会計原則※12によること

とされ、毎年、財務諸表を作成し、監査を受け、それらの結果の公表

が義務づけられていることから、透明性の高いものとなります。

③ 人事・財政制度が弾力化され、機動的な大学運営が可能となる

ア 人事制度

現在、県立大学の教職員は、地方公務員法等の規定が適用され、公

務員の身分を有していますが、公立大学法人の教職員の身分は非公務

員となります。これによって、営利企業等への従事制限の規定の適用

が外れることから、産学官連携の推進や地域社会への貢献などの学外

活動が行いやすくなります。

また、設置者と別法人となり、教員人事なども大学が自律的に行う

こととなることから、社会ニーズに合わせた組織体制の整備が機動的

に行えることとなります。
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イ 財政制度

現在、県立大学は、県の一組織であり、地方自治法の財務に関する

規定が適用されることから、単年度予算主義となっており、教育研究

上数か年にわたる中長期的な取組みが必要とされる場合は、年度ごと

の予算の確保、決算が必要です。また、余剰金を内部留保するとか、

自己収入や経費節減した分を次年度に持ち越し新たな使途に使える制

度とはなっていません。

一方、前述のように地方独立行政法人制度の会計は、企業会計原則

によるものとされており、これにより、数か年にわたる教育研究上の

取組みや自己収入の次年度への持越しなど柔軟な対応が可能となりま

す。

なお、法人化によって、外部からの役員報酬等新たな経費も発生す

ることとなりますが、法人化を契機として、現在大学運営に要してい

る経費の見直しや、外部資金の積極的な獲得により、財政面でも効果

が発揮できるよう取り組む必要があります。

なお、公立大学法人への移行時期は、法人化のための準備期間を考慮し、

平成１８年４月とします。

２ 法人化の具体的な制度設計内容

地方独立行政法人制度は、地方独立行政法人法にその枠組みが規定され

ていますが、具体的な制度設計については、法人の設立団体である県に委

ねられています。

今後、県、大学及び外部有識者等で構成する委員会においてその詳細を

検討する予定ですが、本基本方針では、その検討の枠組みを示すこととし

ます。

（１）法人の運営組織

① 理事長

法人の長として、理事長を置きます。理事長は、法人運営の最高・最

終責任者として法人を代表して、強力なリーダーシップを発揮します。

また、経営面と教学面を総合的に調整し、機動的な意思決定を促進す

る意味から、原則として、理事長が学長を兼務します。ただし、法人化

後の経営面は重要であることから、別々に置くことも検討します。

② 理事長（学長）を中心とした執行体制

権限と責任を理事長（学長）へ集中した場合、一人に負担がかかるこ

とも考えられるため、企画調整を行うなどトップを支える執行体制（教

学担当副学長、経営管理担当副学長設置など）を強化します。
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また、副学長、学部長、研究科長、学生部長、附置機関の長は、その

職務の特性や学部、研究科等運営の実情を踏まえつつ、理事長（学長）

が選考、任命します。

③ 理事会（仮称）

理事長（学長）の権限の行使をチェックし、また、法人運営に関する

重要事項や知事認可・承認が必要な事項について審議する機関（理事会）

の設置について検討します。

④ 経営協議会（仮称）

法人の経営に関する重要事項を審議する機関として、「経営協議会（仮

称）」を設置します。「経営協議会（仮称）」には、学外からの意見を広

く取り入れるため、構成員の半数程度は学外者とします。

⑤ 教育研究評議会（仮称）

教育研究に関する重要事項を審議する機関として、「教育研究評議会

（仮称）」を設置します。

⑥ 学長選考会議（仮称）

理事長（学長）の任免は、法人の申出に基づき知事が行いますが、そ

の申出に先立ち理事長（学長）を選考するために、「経営協議会（仮称）」

と「教育研究評議会（仮称）」から選出された者で構成する「学長選考

会議（仮称）」を設置します。この「学長選考会議（仮称）」の構成員

に学外者を入れることにより、理事長（学長）の選考に、学外からの意

見を取り入れます。

⑦ 教授会

理事長（学長）がリーダーシップを発揮し、大学の機動的運営を確保

するとともに、教員の教育研究以外の負担を軽減し、教育研究活動を十

分に行える環境を確保する意味からも、教授会の審議事項を整理・精選

し、「教育研究評議会（仮称）」などの新たな組織との役割分担を図り

ます。

⑧ 事務局

ア 大学運営の企画立案等への事務局の積極的参画

法人化を契機として、自主的・自律的な大学運営を行っていくうえ

で、総務・財務面の役割や企画調整機能が重要になることから、今ま

で以上に事務局が責任を持って大学運営の企画立案等に参画すること

が必要です。

このため、事務局長を副学長、理事又は経営協議会（仮称）の構成
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員とするなど、大学運営に責任を持って参画できる環境を作ります。

イ 専門的知識・能力を有する職員の採用・育成

大学経営や研究支援など専門的な知識・能力を有する職員を、大学

の自律的、戦略的な人事方針に基づき採用、育成します。

また、法人への移行が円滑に行われるように、法人への県職員の派

遣について検討します。

（２）目標・評価制度

公立大学法人は、知事が策定する中期目標に基づき、法人が策定し知事

が認可する中期計画によって運営されることになります。また、その評価

は、県の附属機関である評価委員会によって、毎年度及び６年間の中期目

標期間終了時に行います。

① 中期目標

中期目標の原案は、法人が法人内の審議機関を経て作成し、知事はそ

れに配慮して、中期目標を決定します。

② 中期計画

中期計画は、可能な限り具体的な数値目標を掲げます。計画期間は６

年間ですが、３年ごとに見直しを行います。

③ 年度計画

年度計画は、中期計画に基づき法人が作成しますが、当該年度に特に

重点的に取り組む事項を定めるとともに、中期計画の進行管理を行いま

す。

④ 評価制度

ア 評価委員会

評価に当たっては、大学における教育研究の特性に配慮する必要が

あることから、評価委員会の構成員には、大学の教育研究や運営に関

して高い識見を有する者の参画を検討します。

イ 評価結果の活用

評価委員会による評価の結果を、県から法人へ交付する運営費交付

金※13の算定に反映させます。

（３）人事・評価制度

非公務員型地方独立行政法人のメリットを活かし、教育研究活動を活性

化するための弾力的な人事・評価制度を構築します。

① 兼業・兼職制限の緩和

非公務員型の法人となり、地方公務員法の営利企業等への従事制限の

規定の適用が外れることから、地域貢献、産学連携等を促進し、積極的

に学外活動を展開できるよう、兼業・兼職制限の緩和を図ります。

ただし、制限緩和に当たっては、教育活動への支障が生じないように
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配慮します。

② 評価制度

教員個人の業績を適正に評価するシステムを構築し、研究費の傾斜配

分や教員の給与・処遇に反映させる仕組みを工夫します。

システム構築に当たっては、教育研究活動だけではなく、地域貢献、

学内活動なども評価基準に加え、多角的で適切な評価となるよう留意し

ます。また、学生による授業評価についても、教育活動の評価基準とし

て活用できないか検討します。

③ 人事制度

大学の中期目標・中期計画に基づく人事配置方針により、教員の採用

は、原則として公募制とし、有能な人材の登用を進めるとともに、非常

勤あるいは客員など外部教授陣の確保を積極的に行います。

また、多様な知識又は経験を有する教員の交流を進め、教育研究を進

展させるために、原則として全教員に任期制を導入します。

（４）財務会計制度

① 会計制度

法人の会計制度は、原則として企業会計原則によるものとされていま

す。これによって、会計手続の弾力化・迅速化が期待でき、複数年度に

またがる資金投入の計画的な執行が可能となり、長期にわたる研究活動

が保障されます。

② 運営費交付金

地方独立行政法人法第４２条の趣旨に鑑み、運営費交付金のあり方に

ついて検討します。その際、評価委員会による評価結果を適切に反映さ

せることについても、併せて検討します。

③ 自己収入の取扱い

ア 受託研究費、共同研究費、寄附金、科学研究費補助金※14などの外部

資金の獲得を積極的に行い、自己財源の拡大に努めます。

イ 学生納付金等の経常的な収入と外部資金等の臨時的収入とを区分

し、後者については、運営費交付金のあり方検討において、法人自ら

の経営努力へのインセンティブ※15を付与する仕組みを工夫します。

④ 施設整備費

大学の施設整備については、財産出資のあり方の検討結果、整理等も

踏まえて、その財源確保について検討します。

３ 開かれた大学

県立大学は、県民に支えられていることを十分認識し、大学の運営状況

等を情報公開し、説明責任を果たしていくとともに、公開講座や地域連携

の取組み、教育研究の活動成果などを積極的に県民へ発信していきます。
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併せて、社会的な知的情報拠点である大学として、自らの情報の適切な保

存・管理に努めます。とりわけ、個人情報については、所要の規程整備を

行うなど適正な保護措置を講じます。

また、中期目標等の策定に当たっては、県民の意見が十分反映されるよ

うパブリック・コメントの実施を検討します。

第５ 本県高等教育・研究レベルの向上と県立大学

県立大学は、文学部・環境共生学部・総合管理学部の３学部と各分野の

大学院を有し、総合的・学際的な学問分野に対応した幅の広い教員組織を

はじめとする豊かな人的・物的資源を有しています。

今後は、こうした県立大学が有する人的・物的資源の一層の活用を図る

とともに、必要に応じ県内の他大学をはじめとする高等教育機関・研究機

関との連携、相互補完、連合体の形成などを検討していきます。これによ

り、県全体の高等教育・研究レベルの向上を図ります。

第６ 県の行財政改革との関係

本県においては、厳しい財政状況や社会状況の変化に対応するために、

行財政改革に取り組んできたところですが、国の「三位一体の改革」の影

響により、平成１６年度の地方交付税等が前年度に比べ約３００億円減少

するなど財政状況は深刻化しており、今後、県は更に徹底した業務の減量

化・効率化が必要となっています。

県立大学が、法人化後も公費の投入が見込まれる以上、本基本方針に掲

げた様々な改革に取り組みつつ、存在意義・役割として掲げた、地域社会

に対する「高等教育機会の提供」、「人材の育成」、「教育・研究機能によ

る貢献」についても、引き続き点検を行っていく必要があります。

具体的には、評価委員会による業務の実績に関する評価を踏まえつつ、

広く県民の意見をいただきながら、検討を続けていくこととします。

第７ 改革推進体制等

１ 熊本県立大学改革推進委員会（仮称）の設置

本基本方針に掲げた様々な改革（法人化含む）への取組みを実現するた

め、設置者である県、県立大学及び外部有識者等で構成する「熊本県立大

学改革推進委員会（仮称）」を設置し、具体的な改革推進方策等について
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検討します。特に、法人化については、相当な準備期間と多くの準備作業

が必要なことから、委員会の下に、組織・運営検討部会（仮称）や財務会

計検討部会（仮称）等いくつかの検討部会を設けて、詳細に検討します。

２ 法人化までの日程（案）

平成１７年 ９月 公立大学法人定款等議決

１２月 中期目標案議決

平成１８年 １月 公立大学法人設置認可申請

３月 法人への出資、関係条例等議決

４月 公立大学法人熊本県立大学発足
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用語の解説

※１ 地方独立行政法人

住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の公共上の見地からその地域において

確実に実施されることが必要な事務及び事業であって、地方公共団体が自ら主体とな

って直接に実施する必要のないもののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも

実施されないおそれがあるものと地方公共団体が認めるものを効率的かつ効果的に行

わせることを目的として、地方公共団体が設立する法人のことです。

※２ カリキュラム

教育課程。学校教育の内容・計画を発達段階や学習目的に応じて配列したもの。

※３ フィールドワーク

現実的課題や地域課題に関心を持ち、対応できる能力を高めるため、学習テーマ

の素材を地域のフィールドに求め、「理論を現場（地域）に学ぶ」ことを徹底した体

験的、実践的な学習方法です。

※４ インターンシップ

大学と企業などが協力して、学生が在学中に、自らの専攻や将来の職業に関連し

た就業体験を与えることです。日本では、夏季休業期間中に２週間程度実施するの

が一般的です。

※５ パートナーシップ

ユニバーサルデザインと並び、熊本県が県政運営の柱と位置づけている考え方で

す。多様化する県民のニーズに対応して、公益的な課題の解決に向けて取り組む場

合に、県民、企業、学校、ボランティア団体やＮＰＯ法人をはじめとする民間非営

利団体、市町村等の様々な主体と県が一緒になり、お互いの主体性や特性を尊重し、

対等な立場で連携していくための行動原理です。

※６ シンクタンク

頭脳集団、総合研究所の意。行政等における政策や戦略の形成過程で必要とされ

る情報の収集や分析などを行う研究機関のことをいいます。

※７ 地域交流センター

地域貢献に関する総合相談窓口として、大学が行う地域貢献を組織的に行うこと

を目的に、平成１５年度から開設。地域のニーズと大学の知的資源・情報・人材を

調整しています。
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※８ 総合文化コース

文学部は、英語英米文学科と日本語日本文学科の２学科制ですが、その中の１コー

スとして設定しているもので、具体的には、所属の学科にかかわらず文学部共通科目

の中の「総合文化」科目の担当者の研究室に所属して卒業論文の準備を行います。

総合文化コースでは、所属する学科で学んだ知識を基礎としながらも、その枠を越

えてドイツ語圏、フランス語圏、中国語圏などの世界の多様な言語・文化や歴史、そ

して言語学、心理学、思想、哲学などを研究テーマとしたり、比較や総合の視点から

新たな研究テーマを自分で創り出していくことができます。

※９ 環境立県くまもと

「県民や企業、行政などがあらゆる活動を展開するに当たって、熊本の素晴らし

い自然環境を守り育て、環境への配慮を当たり前のこととして行う循環と共生を基

調とする社会」のことです。

※10 ユニバーサルデザイン

「すべての人のためのデザイン」のことであり、年齢、性別、国籍（言語）や障

害の有無等に関係なく、最初からだれもが利用できるような製品、建物や環境のデ

ザインを意味します。また、情報、サービスやコミュニケーションも含む「すべて

の人が生活しやすい社会のデザイン」といったより広い概念として使われます。

※11 アドミニストレーション

アドミニストレーションは「管理」と訳されますが、ここでいう「管理」とは、

人と人とをスムーズに協力させて、ある目標を達成するにはどうすれば最もよいか、

という課題のことです。たとえば、国や都道府県、市町村などの行政機関や、さま

ざまな企業だけでなく、市民のボランティア団体などでも問題になります。このよ

うな課題を解決していくためには、行政、社会、政治、法律、経営、経済、倫理哲

学などの幅の広い知識が必要です。

総合管理学部では、行政、経営、情報、地域の４つのコースが設けられています。

※12 企業会計原則

「企業会計の実務の中に慣習として発達したもののなかから、一般に公正と認め

られたところを要約したものであって、必ずしも法令によって強制されないでも、

すべての企業がその会計を処理するのに当たって従わなければならない会計の基準」

である「企業会計原則」（昭和２４年７月９日経済安定本部企業会計制度対策調査会

中間報告）を頂点とし、企業会計審議会によって定められた各種の下位の基準等か

ら構成される会計処理の包括的な体系のことです。

公会計（官庁会計）が、単式簿記・現金主義であるのに対して、企業会計では複

式簿記・発生主義であり、この違いから、作成する書類の種類、内容、形式が異な

ります。
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※13 運営費交付金

地方独立行政法人の業務運営の財源として、設立団体（県）から交付するもので

す。これは、使途を特定しない、いわば「渡し切り」の交付金です。地方独立行政

法人法は、第４２条で、「設立団体は、地方独立行政法人に対し、その業務の財源に

充てるために必要な金額の全部又は一部に相当する金額を交付することができる。」

と規定しています。

※14 科学研究費補助金

様々な研究費のうち「研究者の自由な発想に基づくもの（学術研究）」に対して助

成する補助金です。この補助金は、あらゆる分野の優れた学術研究を格段に発展さ

せることを目的とする日本の代表的な競争的資金（研究者などから提案された研究

開発課題について、事前審査を経て配分される資金）であり、我が国の研究基盤を

形成していくための基幹的経費です。（平成１５年度文部科学白書より）

※15 インセンティブ

意欲向上や目標達成のための刺激策。個人が行動を起こすときの内的欲求（動因

：ドライブ）に対して、その欲求を刺激し、引き出す誘因（インセンティブ）を指し

ている。企業では、自社の従業員を動機づけるためだけでなく、販売店の販売意欲や

消費者の購買意欲を駆り立てる目的でも用いられる。具体的には、報奨金、表彰、景

品などの形をとる。
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熊本県立大学の概要

１ 沿革
昭和２２年４月 熊本県立女子専門学校創立（熊本城内）
昭和２４年４月 熊本女子大学開学（学芸学部のみ）
昭和２５年６月 熊本市大江町渡鹿に校舎移転（現：県立劇場敷地）
昭和２８年４月 学部学科名称変更（学芸学部→文家政学部）
昭和５５年４月 熊本市健軍町水洗（現：月出）に移転（現在地）

学部学科改組（文学部、生活科学部の２学部制）
平成 ５年４月 大学院設置（文学研究科：修士課程）
平成 ６年４月 大学名称を「熊本県立大学」に変更

学部増設（総合管理学部）
全学的に男女共学に移行

平成 ９年 開学５０周年
平成１０年４月 大学院研究科増設（ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰｼｮﾝ研究科：修士課程）
平成１１年４月 生活科学部を環境共生学部に改組
平成１２年４月 大学院博士課程設置（ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰｼｮﾝ研究科）
平成１５年４月 大学院研究科増設（環境共生学研究科：修士課程）

２ 組織図

学長 学部 文学部 日本語日本文学科
英語英米文学科

環境共生学部 環境共生学科 生態・環境資源学専攻
居住環境学専攻
食・健康環境学専攻

総合管理学部 総合管理学科

大学院 文学研究科 日本語日本文学専攻（修士課程）
英語英米文学専攻（修士課程）

環境共生学研究科 環境共生学専攻（修士課程）
ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰｼｮﾝ研究科 ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰｼｮﾝ専攻（博士課程）

附属図書館

外国語教育センター

学生部 教務課
学生課

事務局 企画課
総務課
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３ 組織
① 学生数（平成１６年５月１日現在）
・学部学生

入学定員 総 定 員 学 生 数
＜文学部＞
日本語日本文学科 ４０ １６０ １８８
英語英米文学科 ４０ １６０ １９７
小 計 ８０ ３２０ ３８５

＜環境共生学部＞
環境共生学科
生態・環境資源学専攻 ２０ ８０ ９２
居住環境学専攻 ４０ １６０ １６７
食・健康環境学専攻 ４０ １６０ １６８
小 計 １００ ４００ ４２７

＜生活科学部＞
食物栄養学科 ０ ０ １
生活環境学科 ０ ０ １
小 計 ０ ０ ２

＜総合管理学部＞
総合管理学科 ２８０ １１２０ １２２１
小 計 ２８０ １１２０ １２２１
合 計 ４６０ １８４０ ２０３５

※環境共生学部は平成１１年４月設置。生活科学部は平成１１年度入試から学生募集を停止。

・大学院生
入学定員 総 定 員 学 生 数

＜文学研究科＞
日本語日本文学専攻 ５ １０ ８
英語英米文学専攻 ５ １０ ４
小 計 １０ ２０ １２

＜ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰｼｮﾝ研究科＞
ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰｼｮﾝ専攻
博士前期課程 １４ ２８ ２６
博士後期課程 ４ １２ １０
小 計 １８ ４０ ３６

＜環境共生学研究科＞
環境共生学専攻 ２０ ４０ ４９
小 計 ２０ ４０ ４９
合 計 ４８ １００ ９７

② 教員数（平成１６年４月１日現在）
教 授 助教授 講 師 助 手 計

＜文学部＞
日本語日本文学科 ４ ４ ０ ０ ８
英語英米文学科 ３ ４ １ ０ ８
総合文化・教職 ６ ２ １ ０ ９
小 計 １３ １０ ２ ０ ２５

＜環境共生学部＞
環境共生学科
生態・環境資源学専攻 ５ ５ ０ ０ １０
居住環境学専攻 ４ ４ ０ ０ ８
食・健康環境学専攻 ５ ５ ２ ３ １５
小 計 １４ １４ ２ ３ ３３

＜総合管理学部＞ １６ １４ ４ ２ ３６
小 計 １６ １４ ４ ２ ３６
合 計 ４３ ３８ ８ ５ ９４

③ 職員数（平成１６年４月１日現在）
事 務 局 学 生 部 附属図書館 計 ※事務局には、大学院研修生
１６ １１ ４ ３１ １人及び私学文書課併任者

を含む。
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４ 就職率（過去６ヵ年）
（単位：％）

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

＜文学部＞
日本語日本文学科 ８８．２ ８０．０ ９６．３ ６５．４ ８４．２ ７３．３

英語英米文学科 １００．０ ５７．６ ８４．２ ７６．２ ７８．６ ６８．０

小 計 ９４．９ ６７．２ ９１．３ ７０．２ ８０．９ ７０．９

＜生活科学部＞
食物栄養学科 ８４．６ ９０．３ １００．０ ９４．１ ―

生活環境学科 ８６．７ ７３．３ ６７．７ ６５．７ ―

＜環境共生学部＞
生態環境資源学専攻 ― ― ― ― １００．０ １００．０

居住環境学専攻 ― ― ― ― ７１．４ ８０．０

食健康環境学専攻 ― ― ― ― ９５．５ １００．０

小 計 ８５．７ ８３．３ ８２．５ ７９．７ ８７．７ ９１．５

＜総合管理学部＞
総合管理学科 ９６．７ ８３．５ ９３．０ ８４．６ ８８．３ ７９．８

小 計 ９６．７ ８３．５ ９３．０ ８４．６ ８８．３ ７９．８

合 計 ９４．２ ８０．５ ９０．８ ８１．４ ８７．１ ８０．４

５ 地域貢献

＜生涯学習＞
○授業公開講座
内 容：地域の人々に対して学習の機会を提供することを目的として、大学の

正規の授業を公開し、本学学生と一緒に受講する制度。（平成２年度～）
講 座：語学・教養科目、言語・文学、環境・栄養学、経済・法律・行政学等
受講資格：学生を除く１８歳以上の県民の方
受講期間：前期（４月～７月）、後期（１０月～１月）、通年（４月～１月）
受 講 料：１講座につき、半年間 5,000円、１年間 10,000円

※状 況
年度 ９ 10 11 12 13 14 15 16

講座数(前期・通年) ６９ ６２ ４８ ６１ ５８ ７０ ７１ ９３
(後期) ２９ ２９ ３２ ３３ ３０ ３７ ３６ ４８
講座数計 ９８ ９１ ８０ ９４ ８８ １０７ ９７ １４１

申込者数 ５１３ ３８５ ４１９ ５１６ ５１３ ６１０ ５８９ ４０４
受講者数 ３９１ ３２３ ３４６ ４０７ ４２４ ５０５ ４７９ ３４５
＊ H16 の講座数（後期）は予定数、申込者数・受講者数は前期・通年分のみ。

○地域講演会
本学の教員を県内の市町村に派遣し、地域住民の方々を対象に身近なテーマに
ついて講演を実施。
【平成１５年度実績】
第１回 「いま、子育てにとって一番大切なこと」（三加和町 H15.7.5実施）

講師 総合管理学部 教授 石橋 敏郎
第２回 「最近の環境問題」（姫戸町 H15.11.12）

講師 環境共生学部 教授 篠原 亮太
第３回 「徒然草の周辺」（宮原町 H15.11.25）

講師 文学部 助教授 鈴木 元
第４回 「高齢者と財産管理」（植木町 H15.11.28）

講師 総合管理学部 教授 赤松 秀岳
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第５回 「教育と子育て」（熊本市 H16.2.12）
講師 文学部 教授 弘谷 多喜夫

○公開講演会、環境共生フォーラム
国内外の著名な専門家や研究者を講師として招へいし、本学の教育に関連した
テーマでの講演会を県民にも公開で実施。
また、地域環境と人間生活の共生について、県民とともに考えていくため、研
究成果を発表する環境共生フォーラムを開催。
【平成１５年度実績】
第１回 「自然の災害と人間が生きること」（H15.10.24実施）
講師 京都大学大学院地球環境学堂 教授 小林 正美

第２回 「テレビが変える日本のことば－テレビ制作３０年の現場から－」
（H15.10.30実施）
講師 朝日放送株式会社 局長プロデューサー 松本 修

第３回 「熊本型サステナブル社会の可能性」（H15.11.22実施）
講師 放送大学 教授 鈴木 基之

※第３回は、環境共生フォーラムの一環として開催。

○くまもと食の安全安心フォーラム
熊本県、くまもと食の安全安心県民会議との共催により、食の安全安心に係る
県民への情報提供及び自発的かつ活発な取組みを促進することを目的として、フ
ォーラムを開催し、栄養士関係者や消費者などを中心に４００名が参加。
テーマ：これからの食を考える～自ら選び食する力を育む～」（H16.1.30 実施）
基調報告 「国民に信頼される食品安全行政に向けて」

講師 内閣府食品安全委員会委員 坂本 元子
第１分科会 「食のリスクとは」

講師 徳島大学 教授 関澤 純
第２分科会 「輸入食品（魚介類）の安全性」

財団法人 日本冷凍食品検査協会 野口 玉雄
第３分科会 「食育から見た栄養と健康」

講師 和洋女子大学大学院 教授 坂本 元子
第４分科会 「食品表示制度について」

講師 独立行政法人 農林水産消費技術ｾﾝﾀｰ 門司ｾﾝﾀｰ 國政 晋朗

○熊本県立大学地域交流センターシンポジウム
（財）熊本開発研究センターとの共催により、少子高齢化と人口減少による２
０３０年の熊本を予測した基調報告、これからの地域づくりの方向性についてパ
ネルディスカッションをを実施し、市町村行政職員や県職員を中心に１６０名が
参加。（H16.2.18実施）
基調報告 「2030年の熊本の少子高齢化状況」

講師 財団法人熊本開発研究センター 調査研究部長 服部 忠敏
シンポジウム 「少子高齢社会を検証する！－私たちのまちが生き残るための政

策とは？－」
コーディネーター 総合管理学部 教授 米沢 和彦
パネリスト 総合管理学部 教授 久間 清俊

総合管理学部 助教授 今里 佳奈子
総合管理学部 助教授 小泉 和重
財団法人熊本開発研究センター 服部 忠敏
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＜施設開放＞
○附属図書館
県内居住（１８歳以上）または県内事業所に勤務する人であれば、本学が発行
する「一般利用証」により、館内で自由に閲覧でき、貸出しも可。
○第２グラウンドジョギングロード
一般に開放し、健康・体力づくりに活用されています。

＜地域・行政・産業界との連携＞
企業から寄附金を受け入れての研究、企業や市町村との共同研究、企業や県・
市町村への研修講師派遣等を実施。
【平成１５年度実績】
・受託研究 ５件
・教育研究奨励寄付金の受け入れによる教育研究 １８件
・社員（職員）研修への講師派遣 ５２件
・講演会講師派遣 ６２件
・各種審議会等への委員として派遣 １２５件
・受託調査（地域からの依頼を受け、本学学生が地域課題の調査を実施） ３件

上記のほか、文化、自然、社会等の領域における地域振興の一助となる研究や、
設置者である熊本県からの依頼研究等５種類の研究事業を通じて、研究活動を通
じた地域貢献を実施。

・地域貢献研究事業
【平成１５年度実績】
地域振興支援研究 ６件
学術高度化研究 ４件
設置者からの依頼研究 １１件

※外部からの研究資金の受け入れ実績
（単位：千円）

Ｈ１１ Ｈ１２ H１３ Ｈ１４ Ｈ１５
受託研究 ９，４２２ １４，０８１ ８，２６５ １３，１３３ １５，２３５

（２件） （３件） （２件） （５件） （５件）
教育研究奨励寄附金 ２，５００ １４，９８０ ２５，２７４ ３５，１０７ ２１，１００

（２件） （１７件） （２０件） （２９件） （１８件）
＊ 理科系の環境共生学部の立上げに伴い、Ｈ１１から本格的に研究協力諸制度の
整備に着手。

＜熊本県立大学地域交流センター＞
地域貢献に関する窓口として、大学が行う地域貢献を組織的に行うことを目的
に、平成１５年度から「熊本県立大学地域交流センター」を開設。

●地域交流センターの主な事業
(1) 行政との連携に関すること（地域貢献研究、市町村受託調査等）
(2) 企業等との連携に関すること（受託研究、教育研究奨励寄附金等）
(3) 地域住民等との連携に関すること（授業公開講座、公開講演会等）
(4) 小中高校との連携に関すること（出前講座、オープンキャンパス等）
(5) 大学間の連携に関すること
(6) 地域交流に関する情報の収集及び情報の提供（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、大学案内等）


